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バイナリー発電の仕組み

オーガニックランキンサイクル 小浜温泉（長崎県）

媒体がフロンを主体とした不活性ガス、ペ
ンタンなどの炭化水素

別府温泉（大分県）

七味温泉（長野県）

カリーナサイクル
松之山温泉（新潟県）

媒体がアンモニア水

小浜温泉
長崎県雲仙市

（環境省 H23年度ﾁｬﾚﾝｼﾞ25地
域づくり事業採択、

H25年4月より実証運転）

別府温泉
（㈱瀬戸内自然エナジー）

大分県別府市
（経済産業省 H24年11月FIT認定、

H25年2月より運転）

松之山温泉
新潟県十日町市

（環境省H22年度地球温暖化対策技術開発等事業／
H25年度CO2排出削減対策強化 誘導型技術開発・実証事業採択、

H23年12月より実証運転中）

写真； 小浜温泉、別府温泉 一般財団法人エンジニアリング協会、
松之山温泉 地熱技術開発㈱提供、摩周湖温泉 ㈱国書刊行会提供

媒体タービン 媒体蒸気でタ
ービンを回す

発電機

タービンの回転力で
電気を発生させる

冷却塔
空気で冷却
水を冷やす

凝縮器

媒体(気体)を媒体
(液体)にする

媒体フィードポンプ

媒体(液体)を蒸発器に供給する

冷却水を器凝縮器に送る

冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ

蒸発器

媒体(液体)を媒体
(気体)に変える

熱水供給管

源泉等から各旅館等に
熱水を供給する配管

分岐弁

発電設備への熱水
供給を行う分岐点

熱
水

媒体(気体)

媒体(液体)

冷
却
水

入浴施設等へ

七味温泉
長野県上高井郡高山村

（七味温泉ホテル㈱自主事業、
H26年度4月より運転）
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既存源泉を利用した温泉発電検討の流れ
①資源評価

（泉温、湧出量、成分等）
②立地条件

（建設地、配管設備、
送受電接続、冷却水等）

③発電可能出力の確認

④発電システム
⑤配管設備
⑥送受電設備
⑦スケール対策設備

⑧源泉所有者、地権者の承諾
⑨系統連系調査

（電力会社）
⑩立地地点の許認可調査
⑪補助制度の適用申請

⑫初期投資額
（メーカーの選定）

⑬ランニングコスト
（メンテナンス会社の選定）

⑭年間収益
⑮投資回収年数

経済産業省
地熱理解促進関連事業支援補助金

（適宜、適用可能）

地熱開発に対する地域の理解促進に資する事業への補助

・補助額：(上限)1億８千万円，補助率：定額補助(10/10)

JOGMEC
地熱資源開発調査事業費助成金

（上記①、②、③において適用可能）

「地表調査」，「環境事前調査」，「坑井掘削調査」，「既存温泉へ

の影響ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査」などに対する助成金

・助成率：地元地熱関係法人等→定額，一般→1/2～定額 2

既存源泉のポテンシャルは
どのくらいか？

資源量・成分は既知？

資源量調査・温泉成分分析

発電可能出力の算出

小規模発電の可能性 検討終了

経済性評価・周辺条件の評価

事業性の確認

事業設計

発電所建設

Yes
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周辺環境調査・モニタリング
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等
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・
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産

固定価格買取制度申請
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No

No
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発電能力別バイナリー発電機メーカー 引用）写真：各社カタログ、HP等
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↑㈱地熱開発
（Electra Therm社）
（POWER＋GENERATOR
POWER+4400）

『媒体； R245ｆａ』
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第一実業㈱
（Access Energy社）
（Thermapower125XLT）
『媒体；R245fa』
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㈱ゼネシス
小型排熱温度差発電
（Mini-DTEC）『媒体；R245ｆａ』
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アネスト岩田㈱

バイナリー発電装置
『媒体；HFC245ｆａ』
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小型バイナリー発電装置
（HR20W）
『媒体；HFC245ｆａ』
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地熱技術開発㈱
カリーナサイクル発電システム

（KSC-34g-50）
『媒体；アンモニア水』
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㈱神戸製鋼所
マイクロバイナリー
発電システム
（MB-70H）
『媒体；HFC245fa』
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注） 売電可能電力について ・・・・・・ 送電端出力×75％ として算出しました。所内動力率を仮に25％として、その分を控除しています。この25%は、あくまで参考設定値です。
所内動力率について ・・・・・・ 10%～40%の範囲で設置環境等に大きく影響されますので、ご検討をお考えの方は、諸条件を把握の上、各メーカーに相談してください。
媒体について ・・・・・・ 『HFC245fa』、『R245fa』は、不活性ガスに分類されます。
規制緩和について ・・・・・・ 媒体の種類ごとに、規制の緩和検討が行われ、状況が変化しておりますので、設備導入時には、最新の情報をご確認ください。

アドバンス理工㈱
高効率可搬型
小型発電システム
（ECOR-3-Ft）
『媒体；非公開』

↓

1,
40

0m
m

引用）写真：各社カタログ、HP等
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代表的なバイナリー発電機選定の目安

熱源温水・冷却水による発電機メーカー選定の目安（水量－温度）
（送電端出力150kW前後以下の機種）

注） 発電機メーカー各社より回答分を掲載。上記は、あくまで目安とお考えください。
表中の電力は売電可能電力により表記しております。
売電可能電力＝送電端出力×75％ ・・・・・・ 所内動力率を仮に25％として、その分を控除しています。この25%は、あくまで参考設定値です。

所内動力率に関しては、10%～40%と設置環境等に大きく影響されますので、
ご検討をお考えの方は、諸条件を把握の上、各メーカーに相談してください。
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アネスト岩田

（小型バイナリー発電装置、4kW）

アルバック理工

（ECOR-3-Ft、2kW）

第一実業、Access Energy
（Thermapower125XLT、100kW）

神戸製鋼所

（MB-70H、6kw～45kW）

ゼネシス

（Mini-DTEC、85kW）

地熱開発、Electra Therm
（POWER＋GENERATOR POWER＋6500、76kW）

地熱技術開発

（KCS-34-g-50、50kW）

地熱技術開発

（KCS-34-g-50、10.5kW）

地熱開発、Electra Therm
（POWER＋GENERATOR POWER＋4400、47kW）
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地熱開発、Electra Therm
（POWER＋GENERATOR POWER＋6500、76kW）

地熱技術開発

（KCS-34-g-50、10.5kW～50kW）



国内市場での主なメーカー・機種（1/2）
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発電規模
（発電端出力kW）

発電端
出力

メーカー 名称（型式）
熱サイクル

方式
売電可能

電力
発電機本体価格
（その他条件等）

定格出力時の
温水・冷却水条件

年間概算売電額
（税抜・参考）★★

～50kW

3kW以上 アドバンス理工㈱
高効率可搬型小型発電システム

（ECOR-3-Ft）

オーガニック
ランキン
サイクル

2ｋW ★
（目標値・実証中）

実証中のため
未設定

温水95℃、50ℓ/min
冷却水15℃、50ℓ/min

0.6百万円

6.5kW アネスト岩田㈱ 小型バイナリー発電装置
オーガニック

ランキン
サイクル

5.5kW
（実証中）

1,000万円以内
温水90℃、190ℓ/min

冷却水25℃、180ℓ/min
1.6百万円

非公開 ㈱IHI
小型バイナリー発電装置

HRシリーズ（HR20W）

オーガニック
ランキン
サイクル

15ｋW ★ 1,000万円＋α
温水95℃、467ℓ/min

冷却水20～30℃、667ℓ/min
4.5百万円

50～100kW

65kW
㈱地熱開発

（Electra Therm）

コンパクトモジュラー型
温泉発電装置

（POWER＋GENERATOR 
POWER+4400）

オーガニック
ランキン
サイクル

47kW ★
約3,000万円

（全体約6,000万円）
温水115℃、666ℓ/min
冷却水4℃、800ℓ/min

14.0百万円

72kW ㈱神戸製鋼所
マイクロバイナリー発電システム

（MB-70H）

オーガニック
ランキン
サイクル

45kW ★
2,800万円

（全体8,380万円
（瀬戸内自然エナジー））

温水95℃、1250ℓ/min
冷却水15～20℃、2000ℓ/min

13.4百万円

87kW 地熱技術開発㈱
カリーナサイクル発電システム

（KCS-34g-50）
カリーナ
サイクル

50kW
（実証中）

8,700万円
（冷却塔含む）

温水98℃、388ℓ/min
冷却水14℃、1200ℓ/min

14.9百万円

100～200kW

100kW ㈱ゼネシス
小型排熱温度差発電装置

（Mini-DTEC）

オーガニック
ランキン
サイクル

85kW
（実証中）

約3,500万円
温水90℃、1667ℓ/min

冷却水15℃、1917ℓ/min
25.3百万円

110kW
㈱地熱開発

（Electra Therm）

コンパクトモジュラー型
温泉発電装置

（POWER＋GENERATOR 
POWER+6500）

オーガニック
ランキン
サイクル

76kW ★ 要問い合わせ
温水116℃、1326ℓ/min
冷却水21℃、1326ℓ/min

22.6百万円

125kW ㈱神戸製鋼所
マイクロバイナリー発電システム

（MB-125S）

オーガニック
ランキン
サイクル

79kW ★ 3,800万円
蒸気130℃、30ℓ/min

冷却水15～20℃、2000ℓ/min
23.5百万円

125kW
富士電機㈱

温泉バイナリー発電装置
（蒸気熱源）

オーガニック
ランキン
サイクル

93kW ★ 要問い合わせ

蒸気135℃、26kg/min
冷却水20℃、2000ℓ/min

27.7百万円
125kW

温泉バイナリー発電装置
（熱水熱源）

温水95℃、1820ℓ/min
冷却水20℃、2000ℓ/min

1２5kW 第一実業㈱
（Access Energy）

Thermapower125MT オーガニック
ランキン
サイクル

100kW
10,000～12,000万円
（周辺補機・工事等

を含む全体）

蒸気130℃、29ℓ/min
冷却水15℃、2834ℓ/min

29.8百万円

1２5kW Thermapower125XLT
温水99℃、1000ℓ/min

冷却水15℃、4000ℓ/min
29.8百万円

上記の表は、一つの目安であり、環境条件により大いに影響されますので、ご検討をお考えの方は、諸条件を把握の上、各メーカーに相談してください。
★ 売電可能電力＝送電端出力×75％ ・・・・・・ 所内動力率を仮に25％として、その分を控除しています。所内動力率に関しては、10%～40%と設置環境等に大きく影響されます。

上記の所内動力率25%は、あくまで参考設定値ですので、ご注意ください。
★★ 年間概算売電額 （税抜）＝売電可能電力(kW)×40(円/kWh、税抜)×8,760h（年間暦日時間）×85%（年間稼働率）



国内市場での主なメーカー・機種（2/2）
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発電規模
（発電端出力kW）

発電端
出力

メーカー 名称（型式）
熱サイクル

方式
売電可能

電力
発電機本体価格
（その他条件等）

定格出力時の
温水・冷却水条件

年間概算売電額
（税抜・参考）★★

200kW～

200kW～ 地熱技術開発㈱
カリーナサイクル発電システム

（KCS-34g-M）
カリーナ
サイクル

300kW
100～130万円/kW
(周辺補機・工事費

を含む全体）

温水90℃、1667ℓ/min
温水120℃、1000ℓ/min 
冷却水18℃、3340ℓ/min

89.3百万円

250kW 川崎重工業㈱
グリーンバイナリータービン

（KFR-2）

オーガニック
ランキン
サイクル

150kW
（実証中）

条件次第で変動
要相談

温水98℃、3471ℓ/min
冷却水20℃、8348ℓ/min

44.7百万円

280kW
㈱地熱開発

(TICA)

コンパクトモジュラー型
地熱発電装置

（PC 280）

オーガニック
ランキン
サイクル

199ｋW ★
約8,000万円

（全体約20,000万円）
温水138℃、1200ℓ/min
冷却水16℃、3500ℓ/min

59.3百万円

400kW～
JFEエンジニアリング㈱

（Ormat）
OEC発電システム

オーガニック
ランキン
サイクル

350kW～ 要問い合わせ 要問い合わせ 104.2百万円～

2000kW 富士電機㈱ 2,000kWバイナリー発電設備
オーガニック

ランキン
サイクル

1,600kW
約80,000万円

（機器調達・納入、据付
工事、試運転調整含）

温水135.7℃、2456ℓ/min
蒸気135.7℃、367ℓ/min
冷却（空冷式）気温0℃

476.5百万円

上記の表は、一つの目安であり、環境条件により大いに影響されますので、ご検討をお考えの方は、諸条件を把握の上、各メーカーに相談してください。
★ 売電可能電力＝送電端出力×75％ ・・・・・・ 所内動力率を仮に25％として、その分を控除しています。所内動力率に関しては、10%～40%と設置環境等に大きく影響されます。

上記の所内動力率25%は、あくまで参考設定値ですので、ご注意ください。
★★ 年間概算売電額 （税抜）＝売電可能電力(kW)×40(円/kWh、税抜)×8,760h（年間暦日時間）×85%（年間稼働率）

～参考～ 蒸気タービン発電機

100kW級 富士電機㈱
背圧型

蒸気タービン発電システム
－ － － － －

2ｋW～50ｋW ㈱ターボブレード 熱水、蒸気タービン発電装置 - 50kW
（目標値・開発中）

5,000万円
（目標値・システム一式）

－ －



温泉発電の導入・運転費用の参考例

（注）・表中の費用は一つの目安であり、実際に導入する温泉地の立地条件（人件費、冷却水等）や事業規
模に応じて変動します。

・No.7、No.8、 No.13 は、地熱エネルギーハンドブック（平成26年2月、オーム社）より引用

発電規模100kW級バイナリー発電収支試算例（FIT適用時※）
№ 項 目 金 額 単位 備 考

1 建設費 110,000,000 円
(1)
蒸気発生設備
機器本体・冷却塔・系統連系設備・機器組立調整・敷地造成

2

資本費

償却費 7,333,333 円/年 (1)÷15年 15年定額償却

3 金利 880,000 〃 (金利1.5％、15年定額)

4 固定資産税 7150,000 〃 （期末簿価×1.4％）（（1）×0.65％）

5 資本費 計 8,928,333 〃 (2)

6

直接費

人件費 600,000 〃
電気主任技術者 600,000円/年

（オーガニックランキンサイクルの場合）

修理費 3,069,000
〃

(1)×2.79％
＝建設費×（0.27％×年次＋0.63％）：15年平均 2.79％7

8 諸経費 506,000 〃 (1)建設費の0.46%（廃棄物処理費、保険料等）

9 直接費 計 4,175,000 〃 (3)

10 燃料費 補充井 0 〃 (4) 今回は考慮しない

11 冷却水費 2,100,000
〃 (5) 冷却塔の水は水道水を利用することで試算

冷却水循環ポンプ電気代は所内消費動力に含む

12 労働基準監督署検査費 300,000 〃 汽水分離器検査用

13

間接費

一般管理費 1,043,750 〃 (3)×25％

14 事業税 201,042 〃 売上高×0.9%

15 間接費 計 1,244,792 〃 (6)

16 全 経 費 16,748,125 〃 (7)＝(2)＋(3)＋(4) ＋(5)+(6)

17 発電直接経費 16,748,125 〃 (8)＝(7)

18
発電
コスト 発電原価 29.99 円/kWh

（年間稼働率85％、所内動力25％として）
発生電力量

＝100kW×8,760 hr/年×85％＝744,600kWh/年
所内動力 ＝100kW×25％＝25kW
所内消費電力量

＝ 25kW×8,760 hr×85％＝186,150kWh/年
正味発生電力量

＝(発生電力量)－(所内消費電力量)＝558,450kWh/年
発電原価＝(8)÷(正味発生電力量)＝29.99円/kWh

19
収 支
（税抜）

売上高 22,338,000 円/年 (9)＝（売電価格※）×（正味発生電力量）
＝40円/kWh×558,450kWh/年

20 発電直接経費 16,748,125 〃 (10)＝(8)

21 利 益 5,589,875 〃 (11)＝(9)－(10)＝22,338,000円/年－16,748,125円/年

22 概算投資回収（目安） 8年6ヶ月 (No.1)÷｛(No.2)＋(No.21)｝

熱源温度・量
温泉成分

冷却方式、
温度・量・（水質）

発電可能
出力の見積り

発電機
出力の決定

必要（想定）出力
発電電力の使途

候補機種の
絞り込み

設置場所
周辺環境条件
熱源・冷却温度

概略設計
初期コスト試算

当初計画
との比較

当初計画
との比較

事業性の
確認

機種選定

（当初計画の見直し）No

No

OK

運転条件
運用コスト試算

必要人員
（資格要件）

ランニング
コスト

OK

No

OK

7



温泉発電設備設置に必要な法的資格一覧

法 令 資 格 必要の有無 備 考

電気事業法 電気主任技術者 要
（届出）

出力2,000kW未満までの発電所は、選任しないこととするこ
とができる（外部委託制度）。

ボイラー・タービン主任技術者 要
（不活性ガスの一部

を除く）

出力300kW未満の不活性ガス（代替フロン）の一部につい
ては不要。炭化水素、アンモニア水を用いた小型バイナ
リー発電で、100kW以下については、H26年4月末以降資格
要件緩和の予定であるが、現時点で変更なし。

消防法 危険物取扱者 要
（炭化水素）

危険物第四類・特殊引火物：
指定数量50㍑以上を使用する場合、危険物取扱者の届け
出が必要

高圧ガス保安法 特定高圧ガス取扱主任者 要
（規模の大きい

アンモニアのみ）

液化アンモニア質量3,000kg以上を貯蔵・消費する場合に
必要。小型の発電設備の場合には貯蔵容量が小さく、不
要となる可能性が高い。

労働安全衛生法 特定化学物質及び四アルキル
鉛等作業主任者

要（アンモニア） アンモニアの取扱に必要（技能講習での習得が可能）

ボイラー技師 ボイラー・タービン主
任技術者で対応可能

排熱ボイラーの伝熱面積が6m3（蒸気ボイラー）、28m3（温
水ボイラー）、60m3（貫流ボイラー）未満の場合は不要。

8



温泉発電事業導入に関する電気事業法規制緩和状況

9

資格要件

（緩和状況）

熱源
（一次系）
の条件

届出項目

小型バイナリー発電設備

小型汽力発電設備
不活性ガス

炭化水素（ペンタン等）
アンモニア水 等

規制緩和前 規制緩和 規制緩和前 規制緩和 規制緩和前 規制緩和

≪規制緩和前≫
【H23年4月】

一定の条件を満たす小型のﾊﾞｲﾅﾘｰ発電
設備に係るﾎﾞｲﾗｰ・ﾀｰﾋﾞﾝ主任技術者の
選任、工事計画書届出等の不要化。た
だし、以下の全ての条件を満たす場合

・熱源（一次系）が専ら輻射熱又は大
気圧相当の熱水・蒸気
・媒体が不活性ガス

・一般公衆が窒息（酸欠）しないため
の構造
・出力300kW未満等→→→媒体の温

度・圧力、離隔距離等の小型汽力発電
設備と同等の要件（具体的には以下の
とおり）。
(a) 発電出力が300kW未満
(b) 最高使用圧力が2MPa未満
(c) 最高使用温度が250℃未満
(d) ﾀｰﾋﾞﾝ等の駆動部が発電機と一体の

ものとして一の筐体に収められている
ものその他の一体のものとして設置さ
れるもの
(e) ﾀｰﾋﾞﾝ等の駆動部の破損事故が発生

した場合においても、破片が当該設備
の外部に飛散しないように設置される
もの
【H24年3月】
最も規模が小さい設備区分(1,470kPa未
満かつ5,000kW未満)に関する許可選任。

主任技術者の資格を有していない者を
許可する制度。
【H25年8月】
（注1）温泉法の適用を受ける小型汽

力発電設備に関するﾎﾞｲﾗｰ・ﾀｰﾋﾞﾝの選
任要件で、出力100kW以下を対象に1年
間の運転実務経験のある技術者を不要
にし、2日間の技能講習修了と1日間の
講習又は試験に合格した者を選任可能。

専ら輻射熱
または熱源
（一次系）
が大気圧に
おいて摂氏
100℃以下
の水もしく
は蒸気

保安規定 要 要 要 要 要 要

電気主任技術者 要 要 要 要 要 要

ボイラー・ター
ビン主任技術者

不要 不要 要（許可選任）
要（許可選任）
注2）100kW以下
資格要件緩和

要（許可選任）
注1）100kW以下
資格要件緩和

規制緩和に
向けて
検討中

工事計画 不要 不要 要 要 要

使用前検査 不要 ただし、自
主検査は要 不要

ただし、自
主検査は要 要 要 要

定期点検 不要 不要 要 要 要

溶接点検 不要 不要 要 要 要

熱源（一次
系）が大気
圧以上にお
いて摂氏

100℃を超
える水もし
くは蒸気

保安規定 要 要 要 要 要 要

電気主任技術者 要 要 要 要 要 要

ボイラー・ター
ビン主任技術者 要（許可選任） 不要 要（許可選任）

要（許可選任）
注2）100kW以下
資格要件緩和

要（許可選任）
注1）100kW以下
資格要件緩和

規制緩和に
向けて
検討中

工事計画 要 不要 要 要 要

使用前検査 要 不要 ただし、自
主検査は要 要 要 要

定期点検 要 不要 要 要 要

溶接点検 要 不要 要 要 要

注）

規制緩和は逐次進行し

ており、発電設備導入

時には、緩和状況をご

確認ください。

対応する発電設備の例）

マイクロ
バイナリー

（神戸製鋼所）

対応する発電設備の例）

カリーナ
サイクル

（地熱技術
開発）

対応する発電設備の例）

湯けむり発電(二相タービン）
（ターボブレード）

≪規制緩和≫
【H26年4月末以降公布・施行予定】
・現時点で変更なし
（注2）注1の選任要件を100kW以下の

炭化水素、ｱﾝﾓﾆｱ水を使用する小型ﾊﾞｲ
ﾅﾘｰ発電に適用する。



条 件 資 格

比較的危険性の低い
100kW 以下の温泉発電（温
泉法の対象となる温水及び
水蒸気の供給を受け原動
力とするものに限る）
（小型汽力発電設備） (注)

高校卒以上でボイラーの取り扱いに関する技能講習（労働安全衛
生法（昭和四十七年六月八日法律第五十七号）で規定された２日
間のボイラー取扱者技能講習）を修了し、１日間の電気工作物取
扱に関する講習又は電気工作物取扱に関する試験に合格した者
（経済産業省で実施）

出力200kW未満・
圧力1,000kPa未満・
当該ボイラーの最大蒸気量
が4㌧毎時未満

高校機械工学課程卒以上・高校卒以上で実務経験1年・１級＆２級
＆３級海技士（機関）・ボイラー取扱技能講習修了者でボイラー取
扱経験4月・特級＆１級＆２級ボイラー技師・エネルギー管理士
（熱）・技術士（機械部門）

出力5,000kW未満・
圧力1,470kPa未満

高校機械工学課程卒以上・１級海技士（機関）・特級＆１級ボイラー
技士・エネルギー管理士（熱）・技術士（機械部門）・２級＆３級海技
士（機関）または２級ボイラー技士で実務経験２年

圧力2,940kPa未満
短大または高専機械工学課程卒以上・高校機械工学課程卒また
は１級海技士（機関）または特級＆１級ボイラー技士またはエネル
ギー管理士（熱）または技術士（機械部門）で実務経験３年

温泉発電における
ボイラー・タービン主任技術者の資格者となる条件

10

（注）100kW以下のペンタン、アンモニアを活用した小型バイナリー発電設備については、H26年4月末

以降に、３日間の研修でボイラー・タービン主任技術者の資格を取得可能になるよう規制緩和予定
であるが、現時点で変更なし。



1111111111温泉発電に係る支援制度 : 固定価格買取制度
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完
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・
電
力
供
給
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始

着

工

年
報
の
提
出

設備認定基準
を確認

買取価格を決定
(1.5万kW未満)

40円(税抜)/kWh

調達期間の
ｶｳﾝﾄ開始
(15年間）

2000kW未満の設備
・電気主任技術者選任（外部委託可）

・工事着手前までに保安規定を届出

（所轄の産業保安監督部）

固
定
価
格
買
取
制
度
上
の
手
続
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コンサルタント会社一覧（例-1）

12

企業・団体名
（五十音順）

種 別 分 野
本 社 等
所 在 地

地熱調査・コンサルティングに
関する業務実績（判明分）

調 査 掘 削 検 層 地 熱 温 泉
地 熱 温 泉 委託調査

エ ス ケ イ エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱ ◎ ◎ △ 東 京 都 有 - -

応 用 地 質 ㈱ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ 東 京 都 有 有 有

川 崎 地 質 ㈱ ◎ ○ ○ ○ ○ 東 京 都 有 - 有

基 礎 地 盤 コ ン サ ル タ ン ツ ㈱ ○ △ △ 東 京 都 有 - -

㈱ 洸 陽 電 機 ○ 監 ◎ ○ 東 京 都 有 有 -

㈱ コ ス モ テ ッ ク ○ ○ ◎ 東 京 都 有 有 有

サ ン コ ー コ ン サ ル タ ン ト ㈱ ◎ ◎ △ ○ 東 京 都 - - -

J X 日 鉱 日 石 探 開 ㈱ ◎ ◎ △ ◎ ○ 東 京 都 有 有 -

シ ュ ル ン ベ ル ジ ェ ㈱ ◎ ◎ 神 奈 川 県 有 - -

住 鉱 資 源 開 発 ㈱ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 東 京 都 有 有 有

㈱ ダ イ ヤ コ ン サ ル タ ン ト ○ ○ ◎ ○ ○ 東 京 都 有 有 -

地 熱 技 術 開 発 ㈱ ◎ 監 ◎ ◎ ◎ 東 京 都 有 有 有

中 央 開 発 ㈱ ○ ◎ ◎ ◎ ○ 東 京 都 有 有 有

帝 石 削 井 工 業 ㈱ ◎ ◎ △ 東 京 都 有 - -

日 本 工 営 ㈱ ◎ 東 京 都 - - -

㈱ 日 本 地 下 探 査 ○ ○ ○ ◎ 千 葉 県 有 -

㈱ ニ ュ ー ジ ェ ッ ク ◎ ◎ ○ 東 京 都 有 有 -

㈱ 物 理 計 測 コ ン サ ル タ ン ト ◎ ◎ ◎ 東 京 都 有 有 -

三 菱 マ テ リ ア ル テ ク ノ ㈱ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 東 京 都 有 有 有

（ 一 財 ） エ ン ジ ニ ア リ ン グ 協 会
（ 賛 助 会 員 企 業 含 む ）

◎ 監 ◎ ◎ ○ 東 京 都 有 有 有

関東

注） 監・・・現場の管理・監督が対応可能 （問い合わせ先） 一般財団法人 エンジニアリング協会



コンサルタント会社一覧（例-2）

13

企業・団体名
（北海道から順）

種 別 分 野

本 社 等
所 在 地

地熱調査・コンサルティングに
関する業務実績（判明分）

調 査 掘 削 検 層 地 熱 温 泉
地 熱 温 泉 委託調査

アーストラストエンジニアリング㈱ ○ ◎ 監 ○ ◎ 北海道札幌市 有 有 -

㈱ 明 間 ボ ー リ ン グ ◎ ○ ◎ ◎ 秋田県大館市 有 有 -

地 熱 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 岩手県滝沢市 有 有 有

日 本 地 下 水 開 発 ㈱ ○ ○ ○ ◎ 山形県山形市 有 有 -

小 櫛 探 鉱 鑿 泉 ㈱ ○ ○ ○ ◎ 静岡県富士市 - 有 -

ジ オ エ ナ ジ ー ㈱ ○ 富山県黒部市 - 有 -

㈱ エ ネ オ ッ ク ス ○ ○ ○ ◎ 石川県金沢市 - 有 -

協 和 地 建 コ ン サ ル タ ン ト ㈱ △ △ ○ 島根県松江市 有 - -

西 日 本 技 術 開 発 ㈱ ◎ 監 ◎ ◎ ◎ 福岡県福岡市 有 有 有

西 日 本 環 境 エ ネ ル ギ ー ㈱ ◎ ◎ ◎ 福岡県福岡市 有 有 -

㈱ エ デ ィ ッ ト ◎ 監 監 ◎ ◎ 福岡県福岡市 有 有 有

㈱ ニ チ ボ ー △ ◎ △ ◎ ◎ 福岡県福岡市 有 有 -

㈱ ワ イ ビ ー エ ム ◎ ◎ 佐賀県唐津市 有 － －

日 鉄 鉱 コ ン サ ル タ ン ト ㈱ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 鹿児島県霧島市 有 有 有

関東
以外

注） 監・・・現場の管理・監督が対応可能 （問い合わせ先） 一般財団法人 エンジニアリング協会



14温泉発電における資金調達と事業スキーム

◆事業スキーム
（ビジネスモデル）

※事業性評価

発電事業資金調達

◆建設コスト（発電設備etc）

◆運転コスト
(資本費，人件費，修理費etc)

発電による資金回収

◆売電方式
（固定価格買取制度：ＦＩＴの活用など）

◆自家消費方式

資金調達コスト

総
事
業
費

資本金
・自己資金
・投資ﾌｧﾝﾄﾞ(ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ）

融資
・政府系金融機関
・銀行，信用金庫等
・リース会社

補助金・助成金
・国，地方自治体
・独立行政法人等

事業資金の組合せ例

（出所：再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入における資金調達ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ，環境省九州環境事務所．一部改変）

発電事業者

保守会社

金融機関

電力
会社

工事会社

親会社

ｽﾎﾟﾝｻｰ

売買
契約

融資，
投資

設計・調達・
建設契約

保守ﾒﾝﾃ
契約

事業ｽｷｰﾑ例

14



151515温泉発電に係る支援制度 (1/3)
国，国関係機関の支援制度（例）

15

分類 所管 支援制度名 支援内容

地元理解
支援

経産省 地熱理解促進関連事
業支援補助金

地熱開発に対する地域の理解促進に資する事業への補助
・補助額：(上限)1億８千万円，補助率：定額補助(10/10)

ＦＳ支援
※1

環境省 地熱開発加速化支
援・基盤整備事業

地熱発電の事業化計画の策定に対する支援
・委託費：25百万円/件，事業実施期間：原則２年以内

調査支援 JOGMEC 地熱資源開発調査事
業費助成金

「地表調査」，「環境事前調査」，「坑井掘削調査」，「既存温泉へ
の影響ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査」などに対する助成金
・助成率：地元地熱関係法人等→定額，一般→1/2～定額

設備支援
※2

環境省 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等
導入地方公共団体支
援基金

東日本大震災被災地域の再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ活用への支援
・予算額：840憶円，事業実施期間：平成23年度～27年度

設備支援
※3

環境省 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等
導入推進基金

防災拠点等に対する再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの活用・導入支援
・予算額：平成24年度→121億円，平成25年度→245億円、平成
26年度→245億円

設備支援 新ｴﾈﾙｷﾞｰ導
入促進協議会

独立型再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ発電ｼｽﾃﾑ対策費
補助金

自家消費向けの再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電ｼｽﾃﾑ等の設備導入事業
を行う民間事業者に対し，設備導入費の一部を補助
・補助率：1/3．ただし，上限 4千万円/件

金融支援
※4

ｸﾞﾘｰﾝﾌｧｲﾅﾝｽ
推進機構

地域低炭素投資ﾌｧﾝ
ﾄﾞ創設事業費補助金

風力発電等の低炭素化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで地域活性化事業に出資
・出資額：総出資額の1/2以内

金融支援 JOGMEC 地熱資源探査出資
・開発債務保証

・貯留層,経済性評価のための探査事業に出資（上限 50%)
・設備等の金融機関からの融資への債務保証(上限 80%)

事業支援 経産省 固定価格買取制度 地熱(1.5万kW未満)： 40円(税抜)/kWh，15年間

注）※1 と※4 の支援制度について、環境省の平成26年度予算では，新たな支援制度（地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業）に統合されている．
※2 と※3 の支援制度について、グリーンニューディール基金で、環境省が都道府県・指定都市に交付する補助金である。地域主導で再生可能エネルギー
等を導入して災害に強く環境負荷の小さい地域づくりを支援するもので、対象事業は、災害時に防災拠点等になる公共施設や民間施設に再生可能
エネルギーや蓄電池等を導入する場合が主体であるが、風力・地熱発電事業支援事業も対象である。

（平成26年度末現在）



161616温泉発電に係る支援制度 (2/3)

所管 支援制度名：支援内容

秋田県 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備資金：地熱発電等の設備資金を貸付→貸付限度額 2億円
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入支援資金：地熱発電等の運転・設備資金を貸付→貸付限度額 2.8億円
風力・地熱発電等事業導入支援事業：探査・試掘(最大1/2)，設置事業への制度融資の利子補給（上限3%)

宮城県 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ推進支援資金：再生可能エネルギー発電事業→貸付限度額 1億円

山形県 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電事業促進基金：中小規模の発電設備導入資金を貸付→貸付限度額 1億5千万円
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電事業促進資金利子補助金：上記の促進基金を借入れた民間事業者への利子補給

栃木県 栃木県環境保全資金：再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電ｼｽﾃﾑ設置導入への融資→融資限度額 500万円～1億円

富山県 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ利用促進資金：設備資金・運転資金を融資→融資限度額 1億円（運転資金は1千万円）

奈良県 新ｴﾈﾙｷﾞｰ等対策資金：設備資金・運転資金を融資→融資限度額 2億8千万円（運転資金は8千万円）

鳥取県 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ活用事業可能性調査支援補助金：ﾊﾞｲﾅﾘｰ発電可能性調査→補助率1/3(上限3百万円）

島根県 島根県環境資金：自然ｴﾈﾙｷﾞｰ利用施設・設備の設置又は改善→融資限度額 2億円

愛媛県 ﾁｬﾚﾝｼﾞ企業支援資金・経済成長戦略枠：再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備資金を融資→融資限度額 1億円

鹿児島県 地球温暖化対策資金：再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ設備・運転資金を融資→融資限度額 5千万円

地方自治体の支援制度(例）

温泉発電事業に対するﾌｧﾝﾄﾞ実績なし
市民出資型ﾌｧﾝﾄﾞ
の融資・投資制度

16

（平成26年度末現在）



17171717温泉発電に係る支援制度 (3/3)

対応地域 金融機関：制度名・内容等

全国対応 日本政策投資銀行：地熱発電事業の30～50％について，民間企業等に低利融資
日本政策金融公庫：環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ対策貸付．設備資金を融資

地域対応
（融資）

常陽銀行，大光銀行，十八銀行，肥後銀行，宮崎銀行：環境系資金で運転・設備資金を融資
千葉銀行，みなと銀行，十六銀行，愛知銀行，三重銀行，紀陽銀行，百十四銀行，佐賀共栄銀行

：再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの固定価格買取制度を利用する法人・個人事業者への融資

地域ﾌｧﾝﾄﾞの投資・出資制度（例）

金融機関の融資制度（例）

地域 ﾌｧﾝﾄﾞ名
総額
(億円)

金融機関(LP)
＜有限責任組合員＞

運営管理者(GP)
＜無限責任組合員＞

秋田県 あきた地域活性化支援ﾌｧﾝﾄﾞ2号 10 秋田銀行 野村ﾘｻｰﾁ･ｱﾝﾄﾞ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

山形県 山形地域成長ﾌｧﾝﾄﾞ 10 山形銀行 野村ﾘｻｰﾁ･ｱﾝﾄﾞ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

福島県 ふくしま成長産業育成ﾌｧﾝﾄﾞ 10.6 新生銀行ほか ｽｶｲｽﾀｰﾌｧｲﾅﾝｽ

福島県 とうほう・次世代創業支援ﾌｧﾝﾄﾞ 10 東邦銀行 山田ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

神奈川県 かながわ成長支援ﾌｧﾝﾄﾞ 20 横浜銀行 横浜ｷｬﾋﾟﾀﾙ

大分県 おおいた自然ｴﾈﾙｷﾞｰﾌｧﾝﾄﾞ 25 大分銀行ほか 大分ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ

長崎県 元気な長崎応援ﾌｧﾝﾄﾞ 15 十八銀行 ﾄﾞｰｶﾞﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ
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（平成26年度末現在）

（平成26年度末現在）



18

【問い合わせ先】

一般財団法人 エンジニアリング協会（ENAA）

東京都港区虎ノ門3-18-19 （虎ノ門マリンビル10階）
TEL：03-5405-7203 FAX：03-5405-8201

URL http://www.enaa.or.jp/

【改訂日】

平成26年2月 初 版 発行
平成27年2月 第四版 改訂

実際に、温泉発電事業に取り組まれる場合には、重要な内容
が記載されておりますので、手引書本編を必ず、ご覧ください。
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